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教 育 次 長
一 原 則 幸
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教 育 次 長
寺 田 健 一
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○横田委員長 ただいまから食の確保・食の安

全対策特別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案をごらんください。

まず、３の概要説明であります。当委員会の調

査事項のうちの一つに地産地消及び食育に関す
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ることを掲げておりますが、本日は、まず、教

育委員会から、学校教育における食育及び地産

地消について、続いて、農政水産部から、教育

部門を除く食育及び地産地消について説明をい

ただきたいと思います。以上のように取り進め

てよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 では、そのように決定いたしま

す。

執行部入室のため暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○横田委員長 委員会を再開いたします。

教育委員会においでいただきました。

私は、この特別委員会の委員長の横田照夫で

ございます。どうぞ、よろしくお願いいたしま

す。なお、時間の制約もございますので、委員

の紹介はお手元の配席表にかえさせていただき

ますので、よろしくお願いいたします。

当委員会は、食の確保・食の安全対策特別委

員会でありますが、我が国の食料自給率の向上

を図り、また、現代社会で健全な食生活が営ま

れるためには、食に対する県民の理解が極めて

重要であると考えております。

そこで、本日は、学校教育における食育及び

地産地消について、概要説明をお願いしたいと

考えております。どうぞ、よろしくお願いいた

します。

○渡辺教育長 教育委員会でございます｡よろし

くお願いいたします。

委員の皆様方には、子供たちの健やかな成長

の糧になります食の安全・安心に関する諸課題

につきまして、日ごろから、御指導・御支援を

賜り、深く感謝を申し上げます。

本日は、１つには学校における食育の取り組

みについて、２つには学校における地産地消に

ついての２項目につきまして、今年度の県教育

委員会の事業や、各市町村、学校に協力をいた

だき実施いたしました、学校給食における地場

産物活用状況、外国産食材の使用状況調査の取

りまとめ結果等を御説明申し上げます。詳細に

つきましては、スポーツ振興課長から説明をさ

せていただきます。

なお、本日出席しております職員の紹介につ

きましては、委員会資料の表紙の裏面に出席職

員一覧表を載せておりますので、この一覧表を

もってかえさせていただきたいと存じますので、

よろしくお願いいたします。

私のほうからは以上であります。

○得能スポーツ振興課長 スポーツ振興課長の

得能でございます。どうぞ、よろしくお願いい

たします。

お手元に配付させていただいております資料

の説明をいたします前に、学校における食育の

取り組みについての考え方を述べさせていただ

きたいというふうに思います。

現在、食品の安全性に対する信頼が揺らいで

いる中、栄養や食事のとり方など、食品の品質

や安全性につきまして、正しい知識・情報に基

づいて、みずから判断できる能力が必要となっ

てきております。さらに、食は、他の動物や植

物の命によってみずからの命を維持し心身をは

ぐくむもの、また勤労の成果によるものであり

ますことから、命の大切さや食への感謝の気持

ちを持つことの必要性を理解する上で、大きな

意義を有するものと考えられます。また、食に

関する問題は、言うまでもなく、家庭が中心と

なって担うものでありますけれども、このよう

な状況を踏まえますと、学校が子供の食につい
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て家庭に助言や働きかけを行うことも含めまし

て、学校、家庭、地域社会が連携して次代を担

う子供の食環境の改善に努めることが必要であ

ります。また、子供に望ましい食習慣を身につ

けさせるということは、次の世代の親への教育

ということにもなろうかというふうに考えてお

ります。

それでは、学校における食育の取り組みと地

産地消について、御説明をさせていただきます。

初めに、学校における食育の取り組みについ

てでございます。

資料の１ページをお開きいただきたいと思い

ます。食育の基本理念と方向性を明らかにいた

しますとともに、食育に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために、食育基本法が平成17

年に施行されました。本法律の前文には、「子ど

もたちが、豊かな人間性を育み、身に付けてい

くためには何よりも『食』が重要である」「食育

を、生きる上での基本であって、知育、徳育及

び体育の基礎となるべきものと位置づける」と

規定され、子供の食育に対する教育関係者の取

り組みを強く期待していることが述べられてお

ります。

また、食育推進基本計画が平成18年度から平

成22年度までの５年間を対象としまして策定さ

れ、子供の健全な食生活の実現と豊かな人間形

成を図るために、４つの概要が示されておりま

す。また、同じく、県の食育推進計画も18年９

月に策定され、施策としまして、「学校、家庭、

保育所等における子どもの成長に応じた食育の

推進」が掲げてあります。

そこで、県教育委員会といたしましては、学

校における食に関する指導の目標を、①食事の

重要性を知ること、②心身の健康を増進するこ

と、③食品を選択する能力を高めること、④感

謝の心を育てること、⑤社会性を学ぶこと、⑥

食文化を学ぶことの６項目で取り組んでおりま

す。そして、これらの指導目標を踏まえまして、

平成18年度より食育みやざき元気アップ事業を

実施し、食育の推進に取り組んでいるところで

あります｡

２ページをごらんください。食育みやざき元

気アップ事業の取り組みでございますが、大き

く２つの事業に分かれております。

（２）の①学校における食育推進事業でござ

います｡これは、栄養教諭が配置されている学校

を食育推進モデル校としまして、栄養教諭を中

心に、校長のリーダーシップのもと、全教職員

で教育活動全体を通して食育に取り組むもので

あります。栄養教諭は、複数校を兼務としまし

て、兼務校におきましても、授業や給食指導な

どへ参画するなど、食に関する指導の充実を図

ります。詳しくは３ページのほうで御説明いた

します。

次に、②の元気な子どもを育む食育推進事業

につきましては、毎月16日に「ひむか地産地消

給食の日」を設けますとともに、地産地消給食

献立コンクールに取り組んでいるところであり

ます｡

３ページをお開きください。食育推進モデル

校の取り組みといたしまして、大きく７つの柱

で実践しているところであります。１つ目に、

食に関する学校の体制づくりや全体指導計画の

策定などを行っております。２つ目に、栄養教

諭の授業等への参画であります。家庭科、学級

活動を初め、栄養教諭の専門性を生かしまして、

学級担任や教科担任と連携して、年間約100時間

行っております。その結果、朝食を毎日食べる

児童生徒がふえたり、食に対する意識の高揚に

つながっています。３つ目に、食物アレルギー
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などの児童生徒の個別指導や相談体制の整備に

取り組んでおります。４つ目には、給食の時間

における食に関する指導の充実に努めておりま

す。実際に残食量の減少や、食事のマナーがよ

くなってきております。５つ目に、食に関する

校内研修会の実施であります。食育基本法や食

育の必要性など、職員の共通理解が高まりつつ

あります。６つ目に、家庭・地域社会との連携

であります。家庭、地域へ学校の食に関する取

り組み状況などを掲載した給食だよりの配布や、

食育参観日、授業などへの地域の人材活用、試

食会の実施を初め、地域の企業や生産者団体な

どの連携による農林漁業体験や親子調理実習の

開催など、さまざまな体験活動が行われており

ます。これらの連携を通しまして、一人で食事

をとる児童生徒、つまり孤食の減少や、子供た

ちみずからも調理に挑戦するなど、地域の産物

や食文化などへの理解が深まってきております。

７つ目に、各地域の学校栄養職員のリーダーと

しての取り組みとして、研究授業の実施や指導

資料の提供や講話などを行っております。今後、

このモデル校の取り組みを全県的に広めていき

たいと考えております。

４ページをお開きください。これは、３ペー

ジの１で御説明をいたしました食に関する指導

の年間指導計画、小学校２年生の例であります。

この年間指導計画を見ていただきますとおわか

りのように、給食の献立と教科等の学習内容と

の関連、それから旬の食材や地域の食文化伝承、

学校行事などとの関連を意図的に計画してあり

ます。教科につきましては、ほかにも関連する

教科がありますが、ここでは生活科を挙げてお

ります。給食の体験が教科などの学習に生かさ

れ、教科などで得た知識を給食にフィードバッ

クさせながら、食べるという体験を通しまして

実践につながるよう配慮する必要があります。

また、学習の内容を家庭に知らせ、家庭におい

て定着を図ることが望まれるところであります｡

例えば、５月をごらんいただきたいと思いま

す。生活科の授業で「ぐんぐんのびろ」という

題材を学びます。給食の時間におきましては､「食

べ物のはたらきについて知ろう」をテーマに、

朝食の役割や歯と食べ物の関係について指導を

いたします。旬の食材といたしましては、エン

ドウ、トマト、アスパラ、カツオなどが挙げら

れております。地場産物の利用としましては、

キュウリ、ピーマン、カツオを計画いたしてお

ります。食文化の伝承では、豆御飯が計画され

ています。小学校２年生にとりましては、生活

科で学び育てた野菜について、給食で出たキュ

ウリやピーマンを生きた教材として感じること

ができます。また、豆御飯を通してエンドウを

知り、５月という季節感を知ることにつながり

ます。さらに、学校給食で地場産物を活用する

ことにより、さまざまな効果が期待できます。

例えば､児童生徒がより身近に実感を持って地域

の自然、食文化、産業などについての理解を深

めることができます。そして、食料の生産、流

通などにかかわる人々の努力をより身近に理解

することができます。また、地場産物の生産者

や生産過程などを理解することによって、食べ

物への感謝の気持ちを抱くことができます。さ

らには、顔が見え、話ができる生産者などによ

りまして生産された、新鮮で安全な食材を確保

することができます。

このように、学校給食の献立に地場産物や郷

土食を取り入れることは、さまざまな教育的効

果があり、食に関する指導の生きた教材として

より効果的に活用できることから、郷土食や地

場産物を使った料理、地域の食生活、地域の産
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業などについて、日ごろから理解を深め、工夫

された魅力ある献立による学校給食となるよう

努める必要があります。

次に、学校における地産地消について申し上

げます。

５ページをお開きください。中国製冷凍ギョー

ザ問題を初め、偽装表示問題が多く発生してい

る現在であります。子供たち、保護者が不安を

持っており、学校給食における子供たちの安全・

安心のためにも実態を知ることが急務になりま

した。そこで、市町村とともに、食材に対する

正確なデータを把握するために、昨年度の４月

から今年度の７月までの月ごとの各学校におけ

る学校給食の地場産物活用状況と外国産食材の

加工品を除く使用状況調査を、県内全小中学校

を対象に行いました。

まず、これらの調査結果を踏まえ、学校にお

ける地場産物活用について、その特徴的な取り

組みを御紹介いたします。学校での活動といた

しまして、学校農園で児童が栽培した野菜など

を活用したり、児童生徒たちが体験活動として

水稲栽培に取り組んだ収穫米を確保していると

ころがあります。地元生産者との協力を行って

いる取り組みとしましては、給食センターの所

長、栄養士、調理師が合同で農家を訪問し、直

接契約により地元食材を確保したり、地元事情

精通者の協力によりまして、地域農家の情報を

収集し、地元食材を納入している取り組みがあ

ります。行政側からの支援によります取り組み

としましては、市町村が学校と生産者の契約を

支援し、地場産物を安価で購入したり、児童の

体験活動も実施している延岡市の一校一農のよ

うな取り組みがあります。また、県農政水産部

が行っております学校給食推進事業や、市町村

からの補助金などによる計画的な県産食材活用

の取り組みもあります。企業・業者等との連携

としましては、ＪＡ等の協力による安定価格で

の規格のそろった地場産物の購入や、地元農産

物特売所へ発注し、新鮮な食材を生産者から直

接購入している取り組みがあります。これらの

結果からわかりましたことは、学校によっては、

既にそれぞれの実態に応じた取り組みが進めら

れているところがある一方、価格の問題や地場

産物活用の体制づくりの必要性なども課題とし

て挙げられているところであります｡

２つ目に、年間を通して学校給食で使用して

いる地域産食材名でございます。野菜・キノコ

類では、キュウリ、ピーマン、シイタケを初め17

種類があります。６ページをごらんください。

肉・魚・卵類では、牛肉、鶏肉、豚肉、アジ、

タチウオ、ウズラの卵など計14種類があります。

３つ目に、外国産を地域、県内、国内産にか

えた実践例であります。実際、各学校がどのよ

うな代替の工夫などを行っているかを示したも

のであります。外国産の野菜・キノコ類では、

マッシュルームやキクラゲを県内産シイタケに

かえたり、肉類では、牛肉を県内産豚肉・鶏肉

にかえたり、また、魚介類では、中国産ウナギ

を国内産のサンマのかば焼きにかえるなど、県

内・国内産で調達できる種類のものを業者と提

携・協力して行っている工夫が見られました。

このような例を各市町村に提示することによ

り、例えば、各学校で外国産のレンコン水煮を

地場産物のゴボウにできないかとか、外国産の

青豆をわざわざ使わなくても、県内産のホウレ

ンソウでよいのではないかなどの検討が今後で

きるものと考えます。さらに、県内産・国内産

の食材を見ますと、ほかにも多くの代替できる

ものがあるかと考えます。各学校におきまして

は、これらの資料を地場産物の活用の参考にし



- 6 -

ていただきたいと考えております。

７ページをお開きください。７ページから11

ページにかけましては、参考資料といたしまし

て、外国産食材の使用状況をお示ししたもので

あります。

まず、外国産野菜・キノコ類の使用状況でご

ざいます｡（１）のグラフは、19年度に使用され

ました県全体の野菜・キノコ類の総重量に占め

る外国産野菜・キノコ類の割合を示したもので、

約８％の外国産を使用していることがわかりま

した。（２）につきましては、外国産野菜の種類

別使用量を示しております。53種類の使用食材

数のうち、使用量の多い食材としましては、ブ

ロッコリーの２万3,681キログラム、約23トン、

次にコーンカネル、サヤインゲンの順となって

おります。

８ページをごらんください。外国産魚介類の

使用状況であります。（１）のグラフは、19年度

に使用されました県全体の魚介類総重量に占め

る外国産魚介類の割合を示したもので、約35％

の外国産を使用していることがわかりました。

（２）につきましては、外国産魚介類の種類別

使用量を示しております。31種類の使用食材数

のうち、使用量の多い魚介類といたしましては、

イカの１万5,281キログラム、約15トン、次にエ

ビ、サバの順となっております。

９ページをごらんください。外国産肉類の使

用状況であります。外国産肉類につきましては、

牛肉と鶏肉であり、19年度に使用されました県

全体の肉総重量に占める外国産肉類の割合は６

％でありました。外国産肉類の種類別使用量に

つきましては、使用量の多い肉類としましては、

牛肉がほとんどで、２万8,379キログラム、約28

トン、鶏肉1,954キログラムであります。

10ページをごらんください。外国産野菜・キ

ノコ類の使用原産国食材の一覧表でございます｡

約18カ国から輸入しておりまして、主な食材を

右側にお示ししております。

11ページをごらんください。同じく、外国産

肉・魚介類の原産国食材の一覧表でございま

す。24カ国からの輸入であります。

以上、アンケートについて御説明をさせてい

ただきましたが、県教育委員会といたしまして

は、今後、このアンケート集計の結果をもとに、

市町村産、県内産、国内産の利用についてのあ

り方などにつきまして、学校給食の実施主体で

あります市町村や関係機関と連携を図りながら、

さらに地場産物活用を含めた学校給食の充実に

努めてまいりたいと思います。

最後になりましたが、会場のほうには10枚の

パネルを置かせていただいております。これは、

先日、11月２日（日）にＪＡアズムホールで行

われました食育・地産地消推進大会で展示させ

ていただいたものでございます。それぞれ栄養

教諭、学校栄養職員が学校給食における地産地

消及び食に関する指導を行っている状況をまと

めたものでございます。本日、学校の取り組み

としてごらんいただければと思い、提示をさせ

ていただいたところでございます。

以上であります。どうぞ、よろしくお願いい

たします。

○横田委員長 教育委員会の説明が終わりまし

た。委員の皆様方の質疑等がありましたら、お

願いします。

○十屋委員 まず１つ、食育みやざき元気アッ

プ事業の予算規模は幾らなんでしょうか。

○得能スポーツ振興課長 339万円でございま

す。

○十屋委員 栄養教諭の配置の分は別にという

ことで、いろんな下にあるようなことを含め
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て339万ということですね。①学校における食育

推進事業と②元気な子どもを育む食育推進事業

と書かれていることで339万ですか。

○得能スポーツ振興課長 そうでございます｡

○十屋委員 結果的に多いのか少ないかという

ところに行き着くとは思うんですが、事業を進

めて大事なものであるというのは我々も十分認

識しておりますし、逆に言うと、本来、教育長

の持論であります、家庭教育の中でやるべきこ

とを学校が担わなければいけない時代になって

きたり、食に関することも含めて学校側に仕事

がふえたと思うんですが、その中で予算的なも

のでどうなのかなというのが１つあります。こ

れで十分足りているのかどうか、そのあたりの

考え方を聞かせてください。

○得能スポーツ振興課長 現在、モデル校とし

まして15校指定をさせてもらいまして、学校栄

養職員の中から栄養教諭に任用がえされた方々

が15名いらっしゃいます。今、その方々を中心

に食育の推進を学校において進めているところ

であります。したがいまして、まず、指導者に

おきましては、学校栄養職員のほうから任用が

えという形で栄養教諭を配置いたしているとい

う状況にございます。そして、それぞれの事業

におきましては、現在、予算を有効に活用して

効果を上げていきたいということで取り組んで

いるところなんですが、それぞれ市町村におき

ましては、特に学校給食という部分だけを取り

上げますと、学校給食そのものにつきましては、

県のほうからの補助もございますし、市町村か

らの補助も実際に行われている部分がございま

す。そういった学校給食の時間をこの事業とし

ましては生きた教材として一番ウエートを置い

ているという部分もございますので、予算とし

ましては、現在のところ、この予算で何とか成

果を上げていきたいというふうに考えておりま

す。

○十屋委員 次に、５ページの地場産物活用で

すけれども、学校での活動、地元生産者との協

力ということで、直接契約であったり、水稲の

栽培であったりということなんですが、これは、

その地域でセンター方式でやったり単独校方式

でやったりいろいろあると思うんです。今、こ

こに挙げられている事例として、直接契約の場

合はどういう方式の給食活動をされているのか

ということを教えていただけますか。

○得能スポーツ振興課長 単独調理場と共同調

理場とに分かれると思うんですが、その別につ

いてはまとめておりません。

○十屋委員 それから、企業・業者等との連携

ということなんですが、当然、ＪＡは規格品の

ものをきちんとした形で納めていかれると思う

んですね。地場産品を使おうとしたときには、

ふぞろいのものが多いかと思うんです。私の経

験上からすると、共同調理場の場合は、児童生

徒に対して配食するときに、例えばカボチャで

あったりとかしたときに、それが同じぐらいの

ものを業者に要求されるわけですね。大小があっ

ても当然いいと思うんですよ。だけど、日向に

おいてはそういうことがあって、きちんとした

おおよその規格の中でやらなきゃいけない。そ

うなってくると当然、規格の中のものしか使え

なくなってしまう。本当に地場産品を使うんで

あれば、ふぞろいがあったりとか形が変わって

いたりとか、そういうものも当然使ってしかる

べきではないのかなというふうに思うんです。

最初に御説明のときに言われた、みずから判断

できる能力を高めるいう意味では、食というの

はふぞろいだというのが大前提ですから、そろっ

ている方が不自然なくらいと言ったらおかしい
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んですけれども、そういうものがあるので、価

格の面からすると規格のそろったというところ

辺、それから、大量に買わなきゃいけないとい

うところからすると、それが一番手っ取り早い

のかなと思うんですが、それあたりも、単独校

でやる場合には対応できる部分、共同調理場で

やる場合は対応できない部分、さまざまな形が

あるんですが、そのあたりは柔軟に対応してい

ただきたいなというふうに思っています。

外国産のいろいろ出していただきましたが、

県内のトータルとして、野菜、肉で給食に関し

て約何％ぐらい外国産を使われているかという

のを教えていただけますか。

○得能スポーツ振興課長 総重量に対します外

国産の使用状況につきましては、９％が外国産

であります。

○十屋委員 最後に１つだけ、日向カボチャと

いうネーミングがあるんですが、日向カボチャ

を日向で生産していないという、これは農政サ

イドの話なんですけれども、５ページの下に出

てくる地域産食材、宮崎でもカボチャはつくっ

ていると思うんですけど、これが全く出てきて

いないのでちょっと寂しい思いがしたんですが、

これは農政サイドにも聞いてみなきゃいけない

と思うんですけれども、なぜ外国産がたくさん

入ってきているのかという原因とかはわからな

いですね。

○得能スポーツ振興課長 おっしゃるとおり、

きちっとわからない部分はございますけれども、

県内産のものも使用している実態はございます

けれども、安価だという、値段的なものが一番

大きいんだろうというふうに判断をいたしてお

ります。カボチャの場合は夏が旬ということで

もあるんですけれども、年間を通しても使うと

いうふうなこともありまして、そういった部分

ではやはり外国産のものを使用しているのじゃ

ないかというふうに思っております。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○武井委員 何点か御質問させていただきます。

まず１点、単純な疑問で御質問をしたいんです

が、こういった食育というのをスポーツ振興課

が担当されているのはなぜでしょうか。

○得能スポーツ振興課長 スポーツ振興課のほ

うでは、イメージ的には競技力の向上とか体力

向上といったようなところが一番注目いただく

ところではあるんですけれども、私たちとしま

しては、食育については、いわゆる健康教育の

一環として位置づけておりまして、そのことが

体力向上につながっていきますし、ひいては競

技力向上につながると。したがいまして、担当

しているもろもろのことを根底で支えているの

が食育だというふうに考えているところでござ

います。

○武井委員 スポーツをしない人も、当然、食

育ですから、全員給食というのはかかわってく

るので、わかったようなわからないようなとこ

ろもあるんですが、確かに、ネーミングの問題

ですので、食育という非常に大きな問題ですか

ら、名前としても重要な問題ですから、むしろ、

前面に出てもいいのかなと思いますが、これは

また次年度以降の組織の改編あたりの課題にし

ていただければと思います。

それから、続いてなんですが、今、食材費の

高騰というものがいつも大きく報道されていま

すが、経費の問題等を含めて今までも外国産を

使ってきたと。逆に言うと、県内産というのが

高いというようなこともあったのかもしれない

と思うんですが、食材費の高騰というものが地

産地消の取り組みに影響を与えている部分があ

るのかどうか、お伺いしたいと思います。
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○得能スポーツ振興課長 少なからずあろうか

というふうに考えているところでございます。

したがいまして、栄養価を落とさないように現

場のほうでは工夫を凝らしながら、現在進めて

いる状況にあります。しかしながら、御存じの

ように、本年度から県内15の市町村で給食費を

上げられた実態がございます。いろんな食材が

値上がりしていること、あるいは原油等が上がっ

たといったようなことから、そういったことに

踏み切られたんではないかというふうに思って

いるところでございます。

○武井委員 それに関連してなんですが、非常

に市町村の財政が厳しい状況の中で、私も栄養

教諭の担当の方とお話をすると、限られた値段

の中でメニューを組んでいくというのは大変な

苦労があるというお話を伺っているんですが、

当然、県として教育委員会が見られているわけ

ですから、市町村の財政力等によって食材とか、

給食のレベルに差が出てはいけないと思うんで

すが、そういった意味で、市町村の財政悪化、

市町村の財政が非常に厳しいということがこう

いった食育行政に影響を与えている部分がある

のかどうか、お伺いをしたいと思います。

○得能スポーツ振興課長 そのことについてま

とめていないので、はっきりしたことを申し上

げることはできないんですけれども、把握して

おりますのは、例えば西都市のほうでは、スイー

トコーンとかピーマンとかハウスミカンといっ

たようなものを、年１回ほど、市町村のほうの

単独事業として学校給食のほうに支援をされて

いるといったようなことも伺っておりますし、

県内の給食で使っている米はすべて県産米なん

ですけれども、えびの市の場合には、えびの市

とＪＡのほうで半額ずつ補助をされていると

いったようなところは把握をしているんですけ

れども、そのほかにつきましては、具体的にと

いうのは把握いたしておりません。

○武井委員 さっきも少し申し上げたんですが、

市町村の財政力等によって給食のレベルに差が

出ないようにということは十分配慮していただ

きたいなと思います。

財政の話と関連して、食育の話と直接的には

少し外れるところがあるんですが、給食費の滞

納というのが非常に課題になってきていると思

うんです。滞納者がふえればその分、給食にか

けるお金が減ってくるということで、食事のレ

ベルにも影響が出てくるかと思うんですが、今、

給食費の滞納というのが県内でどれぐらいある

のか、数字があれば教えてください。

○得能スポーツ振興課長 現在の状況は把握し

ていないんですけれども、平成18年度に文科省

のほうで全国的に調査を実施いたしました。そ

の際には、全国で22億円、本県の未納総額とし

ましては、約2,300万円というのが平成18年度の

調査では出されたところであります。給食費の

総額に占める割合は全国とほぼ同じで、0.5％と

いう結果でありまして、言いかえますと、県全

体では99.5％が納入されているということが言

えるわけでありますけれども、先ほど申し上げ

ましたように、キュウリをモヤシにかえるとか

いったような、栄養価を下げないように工夫を

しているという状況であります。

○武井委員 わかりました。こういうのは非常

に平等性にもなりますし、特に、中にはお金は

あるけど払わないみたいなこともあるようです

けど、この辺は市町村と連携して、ぜひ、取り

組みをお願いしたいと思います。

最後に１点、御質問いたしますが、外国産の

もののアンケートを見させていただいたんです

が、今、表示偽装ということがよく言われてい



- 10 -

ますが、あくまでもデータとしてどこ産ですよ

と外国産のものは来ているんですが、国内産の

ものとして来ているものが、本当に国内産であ

るのかとか、そのあたりのチェック体制という

のはどうなっているのか、お伺いしたいと思い

ます。

○得能スポーツ振興課長 信頼して購入いたし

ますので、何とも申し上げることはできないん

ですけれども、少なくとも、学校あるいは給食

センターのほうに食材が運ばれてまいります。

その際に、必ず立ち会って、検品というのを係

の者がいたします。毎日、納品書等から必ず記

入をするようになっておりまして、その中にこ

の食材がどこのものか表示されているものをす

べて記入をするようになっております。今回の

調査も、そういったことが記入されているとい

うことから調査の回答もいただけたわけであり

ますけれども、その表示されているものを信用

して記入していくという形で進めているところ

です。衛生面の管理としましては、例えば野菜

であれば、国が定めた衛生基準というのがござ

いまして、野菜は必ず３回洗うとか、そういっ

た基準に基づきながら、衛生対策を考えている

という状況であります。

○武井委員 その安全をお願いしたいと思いま

す。以上です。

○満行委員 食育、食の教育を学校現場で行う

ということは非常に大事なことだと思いますし、

それに地産地消という視点を入れるともっと、

先祖代々の土地、地域の文化とか、いろんなも

のを学べる本当にいい機会でもありますし、そ

こをぜひ学校というチャンネルで進めてほしい

なと思っております。そこで、栄養教諭、今、15

名ということになっておりますが、今後、栄養

教諭の配置をふやすのか、現状維持なのか、ま

た国の指導というのはどういう状況なのか、お

尋ねします。

○得能スポーツ振興課長 現在、栄養教諭の配

置につきましては、本県が15名、行政のほうに

１人おりまして16名いるわけですけれども、平

成20年４月１日現在、全国で1,886名栄養教諭が

配置されているところであります。その中で本

県は真ん中あたりではなかろうかというふうに

考えているところでありますが、年度の途中で

も任用されている県がございますので、確実で

はございません。特に、本年までモデル事業と

して３年間、栄養教諭を中心に、学校における

食育の推進はどういうふうに進めたらいいのか

ということで取り組んできているわけでありま

すけれども、確かな手ごたえを感じながら３年

目を迎えているところであります。現状は、栄

養教諭に対して、兼務校もあるわけなんですけ

ど、兼務校以外のところからも指導に来てほし

いというふうな要望も非常に多く上がってきて

いるところでありまして、３年前、各市町村に

いろんな相談をしたときになかった反応が現在

出てきておりまして、それだけ食に対する意識

は高まっているものというふうに思っておりま

す。したがいまして、モデル校でいろんな検証

をしたことをもとにしまして、今後どういうふ

うな配置をしていけばいいのか、十分、教職員

課とも相談をしながら進めていきたいというこ

とで、できるだけ県内にすばらしい指導力を持っ

た栄養教諭が多く配置できればいいなというふ

うな気持ちは持っているところでございます。

○満行委員 各現場で長いこと管理栄養士とし

て指導の立場の方々がたくさんおられるわけで

すから、ぜひ、そういう方々をどんどん栄養教

諭として配置をしていただいて、子供たちに直

接現場の経験を出してほしいなと思いますので、
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ぜひ、ふやしてほしいと思っています。

食育推進モデル校、普通、モデル事業という

のは、モデルですので、年度とか限ったり、モ

デル校をふやすとか減らしたりとかといろいろ

あるんだろうと思いますが、１つは、何とか推

進モデル校というのは、よく学校の校門に書い

てあったりします。学力向上とか、英語力向上

とかといろいろあるんですが、そういう扱いと

同じ食育の推進モデル校という位置づけなのか。

食育みやざき元気アップ事業の中のモデル事業

なのかわかりませんけれども、これは今後どう

されるのか、お願いいたします。

○得能スポーツ振興課長 モデル校としての取

り組みは一応３年間ということで進めてまいり

ましたので、モデル事業としてはある程度の成

果を得たということで閉じたいというふうに

思っているところですが、今まで学校の中での

体制づくりということで進めておりましたので、

今度は、地域とどう連携を図って食育を進めて

いけばいいのかという視点に立って、事業を進

めていきたいというふうに考えているところで

あります｡

○満行委員 もう一つ気になっているところを

申し上げたいと思うんですが、外国産食材の使

用状況、７ページを見ますと、８％が外国産な

んですが、この食材の多いほうから１番目から

６番目、ブロッコリーが23トン、１から見ただ

けでこれだけでも100トンぐらい、全部で160ト

ンあって、上位５位だけでも100トンになるんで

すが、ブロッコリー、コーンカネル、サヤイン

ゲン、グリーンピース、マッシュルーム、クリー

ムコーン……。普通、我々の食卓にはなじみの

ない食材だけだなと。なぜこういうのを使わな

いといけないのか。なおかつ、使うとすれば、

国産でないので仕方なく外国産になってしまう

のかなという気がするんですね。この辺、もっ

と工夫をされたら減るかなと。これは８％なの

で、野菜はまあまあだとしても、次の８ページ、

魚介類ですけれども、35％が外国産。よくよく

見るとイカとエビが15トン、15トンで、30ト

ン。62トンのうち30トンをこのイカ、エビ２つ

で占めている。ここまでしてイカ、エビを使わ

ないと給食ができないのか。これを減らせば35

％がすぐ15％とか落ちるという単純な思いなん

ですけど、もっと何か工夫ができるのじゃない

かなという気がします。このあたりは市町村の

現場に対して、県としては何か指導とかされて

いるのか、お尋ねします。

○得能スポーツ振興課長 １つは学校給食の中

でいろんなメニューを子供たちに体験させたい

ということがありまして、栄養士の方々がいろ

いろ努力をしているわけでありますが、例えば

和食であったり、洋食であったり、いろんなバ

ラエティーに富んだ献立を子供たちには体験さ

せたいというふうな思いから、いろんな献立の

工夫がなされているところであります｡また、先

ほど申し上げましたけれども、今回このような

結果が出たことによりまして、既に取り組んで

いる部分もありますけれども、ブロッコリーじゃ

なくてほかの食材が使えればというふうな工夫

も今後、みんなで考えながら取り組んでいかな

ければならないというふうに思っています。

○満行委員 最後に１つ、外国産をどんどん国

産にしていただくというのはよくわかるんです

が、地産地消というのを進める中で、壁という

か、問題としてよく出てくるのが、県の学校給

食会から食材を調達をするということで、きょ

うの資料の中には学校給食会のことが一つも触

れてないんですが、学校給食会との連携という

か、関係というのはどうなっているのか。地産
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地消を進めていくには、こことうまくやらない

と、地産地消、県産食材が伸びないんじゃない

のかなと思うんですけれども、いかがでしょう

か。

○得能スポーツ振興課長 県の学校給食会と地

元の業者との一線を画しているという部分につ

いては、県の学校給食会は一口で言えば冷凍食

品あるいは調味料、そういったものを扱う。一

方で、生鮮食品については地元の業者のほうか

ら購入するというのが大きな流れかというふう

に把握をしているところであります｡

○満行委員 学校給食会の取扱量、重量別か物

品別かわかりませんけど、どのぐらいのパーセ

ントを各市町村はとっているのかわかりません

か。

○得能スポーツ振興課長 例えば野菜・キノコ

類で申し上げますと、県の学校給食会が約７割

から８割、県内の業者の中で納入をいたしてお

ります。

○満行委員 わかりました。

○山下委員 今、満行委員から学校給食会のこ

とも出ましたので、私もそのほうから入らせて

いただきたいと思うんですが、学校給食会の役

割というのを、今、課長からお答えいただきま

した。一部のものに限るというような話だった

んですが、地産地消という運動を定義づけられ

て、それぞれが地域の中で取り組んでおられる

だろうと思うんですが、生鮮野菜等について、

各市場の取引が中心じゃないかなと思うんです

ね。そうなった場合に、市場に出てくる農産物

というのは、全国から寄ってきているような状

況だろうと思うんですね。その中で本来使われ

ている野菜が、地産地消であるのかどうか、そ

のことに対しての不安というのがあるんですよ。

例えば、宮崎県でできた野菜というのがどれほ

ど占められているのか、その辺のことは把握し

ておられますか、供給体制について。

○得能スポーツ振興課長 それについては把握

をいたしておりません。

○山下委員 本来、我々が考えるのは、地産地

消というのは宮崎県産、例えば、私は都城なん

ですけど、都城でできたものというのが普通の

地産地消の評価の仕方だろうと思うんですが、

ちょっと調べてほしいんですけど、各市町村の

取り組みの中でどれほど地産地消の定義づけが

なされているのか、ここが見えない部分なんで

すね。そのことをもうちょっと詳しく、また次

の回でもいいですから、調べていただくとあり

がたいと思っております。

それから、きょうの資料の中でも説明いただ

きましたけれども、ＪＡ対応というのがある程

度できているような話もあったんですが、これ

も一時期の期間的なものであって、本当に地産

地消の定義づけをやろうと思えば、地元の農家、

地元のＪＡと食材の契約栽培というのが100％に

近い地産地消の定義づけになるだろうと思うん

ですが、そういう方向性というのは検討されて

いないんでしょうか。

○得能スポーツ振興課長 今、委員がおっしゃっ

たような考え方で今後、やはり十分検討してい

かなければならないというふうに考えていると

ころであります｡

○山下委員 できたらその辺の調査もして、ま

た次の機会にでも教えていただくとありがたい

と思っています。

それから、外国産の利用率が重量ベースで９

％ということで説明がありましたが、今回も中

国からのメラミン混入問題で、いろんな学校関

係、病院関係の食材、乳製品の中にメラミン混

入があったということで大きな社会問題にも
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なったんですが、約９％ぐらい外国産のものを

使っておられて、学校給食で使うものに対して、

残留農薬の独自の検査体制というのはとられて

いないんですか。

○得能スポーツ振興課長 県の学校給食会のほ

うで独自に検査の体制を１つ持っているところ

ではございますけれども、それ以外につきまし

ては、学校あるいは給食センターのほうが購入

するのは、御存じのように、業者から購入する

という形になりますので、特に検査体制につい

ては、信頼しているという状況であります。

○山下委員 いわゆる地産地消、先ほど申し上

げましたように、契約農家を選定しながら、本

来の地元の食材を使っていこうとすれば、どう

しても単価が上がっていくと思うんですよ。市

場等で食材を調達しようと思えば、例えば白菜

を使うにしてもニンジンを使うにしても、ある

程度給食費を抑えようと思えば、品質の悪いも

のを入れるだろうと思うんですよ。本当に本来

のいいものを子供たちに食べさせていこうと思

えば、おのずと価格というのは上がってこなけ

ればならないと思うんですね。特に今、サー

チャージ問題とか、農家の末端で資材等が値上

がりしながら、どれだけ農家の所得を安定させ

てもうからせていくかというと、とにかく価格

を上げないといけないわけですから、ことしか

ら来年に向かって、牛乳もそうなんですけど、

いろんな食材というのが上がってくる方向にあ

ります。そのことで、現在、ＰＴＡ関係、保護

者関係との給食費に対しての今後の考え方とい

うのは議論されていますか。理解を得られる議

論されているかどうか。

○得能スポーツ振興課長 給食費につきまして

は、市町村のほうで十分御検討いただいている

わけでありますけれども、今回、平成20年度に

県内の約半分の市町村のほうで給食費の値上げ

をされたということなんですが、幾つか伺って

みますと、例えば、子供たちにある程度いいも

のを食べさせる、安全・安心ということであれ

ば、給食費は少し高くなっても仕方のないこと

だというふうな認識を持っている保護者の方々

が多いというふうには、いろんな会では伺った

ことはございます。

○山下委員 最後になりますが、実は、私も市

議会時代から学校給食関係はかなり勉強しなが

ら、いろいろ改善の方向に持ってきたんですが、

肉をかなり使っておられるだろうと思うんです

ね。牛肉は高いから豚肉関係に変更されたとい

う説明をお伺いしたんですが、どの程度の規格

を使っておられるかなんですよ。例えば牛肉も、

廃牛から、ホルスタインの肉から、Ｆ１の肉か

ら和牛から、いろいろランクづけというのがあ

るんですが、例えば､子供たちに対してどのレベ

ルの肉を、豚肉にしても廃豚からすそ物から何

から規格がいろいろあるんですが、どの程度の

ものを食材として供給されているのか、そして、

それを学校給食会等でも、今回はこういう牛肉

でいきましょうとか、豚肉はこのレベルを使っ

ていきましょうとか、その辺の規格の話し合い

というのはされているんですか。

○得能スポーツ振興課長 話し合いとしてはし

ておりませんけれども、得た情報としましては、

肉のランクは中間の部分だというふうに聞いて

おります。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○中野一則委員 ７ページですが、先ほど、外

国産の占める割合は９％ということでしたが、

野菜、魚介、肉、この分だけで９％ということ

ですか。

○得能スポーツ振興課長 外国産のものすべて
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ということで、ここに示しております野菜、肉、

魚介類ということで今回調査をいたしましたの

で、この範囲内だというふうに認識しておりま

す。

○中野一則委員 給食の総重量に占める外国産

の食材の割合というのはわからないわけですね。

○得能スポーツ振興課長 それが９％でござい

ます｡

○中野一則委員 先ほどは学校給食の食材の使

用状況の中の加工品は除くということでしたが、

加工品というのはどのくらいの量があるんで

しょうか。

○得能スポーツ振興課長 今回の調査におきま

しては、外国産のものをどれだけ使っているか

ということで調査したわけでありますけれども、

現在、本県の学校給食で使っている加工品は、

国内でつくられたものでありますので、その分

については最初から調査外ということで今回、

調査をさせていただいたところであります｡

○中野一則委員 加工品の中にはいろんな食材

があると思うんですが、それが外国産か国産か

というのはわからないということですね。

○得能スポーツ振興課長 そうでございます｡

○中野一則委員 ９ページの肉の状況ですが、

６％が外国産、逆に言えば94％は国産というこ

とですが、この国産は品目は何でしょうか。先

ほど豚肉、鶏肉にかえたとかありましたけれど

も。

○得能スポーツ振興課長 総重量ということで

調べましたので、中身についてはわかりません。

○中野一則委員 国産の牛肉が使われているか

ということだけを教えてください。

○得能スポーツ振興課長 使われております。

ただ、量がここにお示ししてあるような量であ

りますので―使われてはいるというふうに

思っています。

○中野一則委員 それから、２ページですが、

先ほど満行委員が質問されましたが、栄養教諭、

年次拡充するということでしたが、将来的には

何名になるんでしょうか。

○得能スポーツ振興課長 将来的に何名という

のはまだ申し上げることはできないのではない

かというふうに考えているんですけれども、全

国各県によりまして人数にも温度差といいま

しょうか、違いがございますので、食育の推進

についてどのような考え方をしながら、それぞ

れの県が進めていくのかということによって人

数も変わってくるのではというふうに思ってお

りますので、本県におきましても、その重要性

を十分認識いたしておりますので、それが進め

られるような人員を配置していきたいというふ

うに思っています。

○中野一則委員 現在、15名ないしは16名とい

うことでしたが、この16名の方で栄養士から教

諭に変更された方、管理栄養士でしたか、それ

が栄養教諭になれたんですけれども、そのうち

何名になるわけでしょうか。

○得能スポーツ振興課長 栄養教諭の方々は新

たに採用したんではなくて、本県の学校栄養職

員として仕事についていた人たちの中から、単

位を取った方々を対象として模擬授業等を実施

いたしまして、栄養教諭というふうに任用がえ

をした状況であります。

○中野一則委員 今、大学の中に栄養教諭とい

う学科はないんですか。

○得能スポーツ振興課長 栄養教諭としての単

位を取得する人たちが去年ぐらいから卒業して

きております。

○中野一則委員 そういう人を将来採用される

計画はあるんですか。
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○得能スポーツ振興課長 そのことについては、

話し合いはまだしておりませんけれども、そう

いった方々も対象として今後考えていかなけれ

ばいけないのではないかというふうに考えてい

るところです。

○中野一則委員 ということは、栄養教諭はふ

えていくというふうに理解すればいいわけです

ね。

○得能スポーツ振興課長 何とも申し上げられ

ない部分はあるんですけれども、先ほど申し上

げたように、本県で食の重要性は十分認識して

おりますので、それが十分推進できるような適

正配置を考えていきたいと思っています。

○中野一則委員 それから、モデル校のことで

すが、西諸では小林市立三松小に１校、２年目

としてあるんですが、兼務校はどこでしょうか。

○得能スポーツ振興課長 三松小につきまして

は、小林南小、西小林小、三松中であります。

ほかの学校でも３校、４校ぐらいで兼務校を決

めております。

○中野一則委員 わかりました。

１ページですが、食育基本法、「食育を、生き

る上での基本である」という位置づけでこの法

律があるわけですけれども、飽食の時代、店に

行けば食べ物がある、天から降ってきているよ

うな錯覚がある今日ですね。そういう中で、自

分で努力しなければ食べていけないんだよとい

う基本的なことの教育というものは、宮崎県の

食育の中できちんと整理されてあるんでしょう

か。

○得能スポーツ振興課長 この食育の推進は、

栄養教諭だけじゃなくて、校長を中心に、すべ

ての先生方が、すべての学校における教育活動

の中で実施をしていくというところでありまし

て、家庭科であったり、あるいは保健の授業で

あったり、理科、生活科、学級活動、道徳の時

間等の授業の中に食に関する内容のものがござ

いますので、それらについて計画的に現在実施

をしているところであります｡

○中野一則委員 最後にしますが、感謝の心と

か食の文化というところで、農業とか農家とか

というところを見直すようには思いますけれど

も、食事の重要性という中で、ただ食事の喜び、

楽しさを理解するということが書いてあったか

ら、本当はハングリーな時代も来ると思います

から、食べないと生きていけない、そのために

は食の大事さということと生産の重要性、農業

の重要性ということを―どういう時代が今か

ら来るかわからないわけですし、人口がどんど

んふえて、世界には８億5,000万という方が飢え

ている現状があるわけですね。ですから、日本

もそういうことにならないように我々が努力し

なければなりませんが、そのときのために、や

はり子供のときからぜひそういう教育をして

おってほしいと、このように思っております。

教育長のコメントをお願いします。

○渡辺教育長 資料の１ページにあります「食

育を、生きる上での基本であって」というふう

に食育基本法の中でうたっていますので、まさ

しく人間が生命活動を維持していく上では、食

料というのが一番の源になるわけで、それがな

くしては生存できないわけですから、その辺の

ところは子供に対する、さっきスポーツ振興課

長が答えましたように、いろんな教科活動の中

で、あるいは道徳活動の中できちんと教えてい

きたいと思います。それから、今、委員がおっ

しゃいましたように、食料不足の時代が必ずやっ

てくると言われていますので、その辺の危機意

識というものも子供たちにしっかり学校教育の

中で植えつけておかないと、今おっしゃったよ
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うな飽食の時代ということが言われていますの

で、そこのところは学校現場でもしっかりと教

えていきたいと思います。

○横田委員長 委員の皆様にお願いですけど、

あと農政水産部の概要説明も残っておりますの

で、御配慮いただけたらと思います。

○外山良治委員 １点は、地産地消という定義

を教えてください。

○得能スポーツ振興課長 地元で生産された食

材を地元で消費するということであります。

○外山良治委員 宮崎県の食料自給率というの

は、たしか65％であったと記憶しています。宮

崎市の場合、合併前は16％ぐらいだったと思い

ます。ということれであば、地元で生産された

ものを地元で食する、これが地産地消の定義だ

と今、おっしゃいましたね。そうしたら、30市

町村でできた、それぞれの学校給食で使う地産

地消率というのはどのようになっているんで

しょうか。

○得能スポーツ振興課長 県全体につきまして

は、19年度なんですけれども、学校給食におけ

る地場産物ということで、32.4％であります。

○外山良治委員 先ほど私、宮崎市は自給率自

体が16％程度だと申し上げました。地産地消率、

地元消費、今おっしゃったのは32.4％。論理的

に矛盾が出てくるでしょう。

○得能スポーツ振興課長 市町村ごとのデータ

は現在、私ども、持っておりません。

○外山良治委員 持っていないんじゃなくして、

簡単に言うと、そういう調査をしたことがない

のでしょう。

○得能スポーツ振興課長 そうでございます｡

○外山良治委員 すばらしい説明をされます。

いつも個人的に不満なのは、基礎的なデータを

もとに積み上げて、例えばモデル校で３年やり

ました、地産地消率がどのように変化をして、

地域で生産されたものを地域でみんなでおいし

く食べましたと、そういった説明がないと、そ

の単年度、単年度で説明を受けても、どのよう

に地域での食材をおいしく食べたか、次年度で

はどういうふうにそのことが変化をしたのか、

こちらはそのことが全く把握できません。３年

間のモデル事業でどのように変化をしたんです

か。率が向上したんですか。教えてください。

○得能スポーツ振興課長 それにつきましては、

現在、調査をいたしておりません。

○外山良治委員 そうなるわけでしょう。検証

することができないでしょう。僕らは特別委員

会までわざわざつくって、学校給食における地

産地消の進捗状況について今、調査をしている

わけですから、比較ができて、当局はよく頑張っ

ておられるなと、それが検証できるような説明

をしていただきたいと要望しておきます。

第２点目は、単独校とセンター化、宮崎市な

んかは6,000食とか7,000食の能力がありま

す。6,000食に合わせた食材を購入しなければな

らない。そうすると地産地消というものが、そ

のことによってできないと。わかりますでしょ

う。例えばキャベツを6,000食分準備する場合、

三股とかの地域で100食分のキャベツを用意する

ことは簡単だと、ところが宮崎市は6,000食です

から、なかなか準備できないと。ですから、セ

ンター化と単独校の地産地消率というのはわか

りますか。

○得能スポーツ振興課長 わかりません。

○外山良治委員 私の質問にはほとんどわかり

ませんの連発で困るんですが、今後、大事なこ

とがほとんどわかっていませんから、そういっ

たこと等も含めて調査をしていただきたいと。

ほか、ありますが、委員長がすばらしい委員長
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ですから、協力をする意味もあって、これでお

さめます。

○水間委員 県内の学校給食の中で残量率とか、

ここらの数字は出ていますか。

○得能スポーツ振興課長 残食量でありますが、

例えば小学校で申し上げますと、おかずが3.2％、

米飯が2.8％、めんが0.2％、パンが1.9％、以上

でございます｡

○水間委員 パーセントじゃ、ぴんと来ないん

ですが、私が思うのは、食育でいろんな今のお

話で、学校の献立でも栄養職員を持ちながらや

られる、努力をされておられるんですが、基本

はおいしい給食なんですよ。おいしい給食を食

べさせてあげる、これがなかなか難しいのは、

それぞれに好みがありまして、ちょっと辛く思

う人と薄いと思う人と、それぞれあるんだけれ

ども、おいしい給食をどうにかして食べさせて

あげる。ぜいたくにならないで、みんながおい

しく食べられる、この給食のあり方を……。資

料を見てみると、９月の学級活動でここだけ「お

いしい給食」という表現になっていますね。努

力をされているんでしょうけれども、栄養職員

のこの15名の配置の皆さん方も、ある意味では

栄養職だけの免許なのか、あるいは調理師の免

許を持っておられるのか、あるいは腕のある、

経験年数を積んだ栄養職員なのか、そこらあた

りもおいしい給食をつくるためにはちょっと工

夫をしていただきたいんですが、されているの

であればまた御紹介いただきたいんだけど。お

いしい給食を食べさせてくれる、そうすると学

校に行って楽しい、おいしい給食、中にはそう

思われる方もたくさんいるんだけれども、やっ

ぱり残食率を見ると、少ないほうじゃないだろ

うと思いますが、ひとつ努力をしていただけれ

ばと思いますが、何かありますか。

○得能スポーツ振興課長 残食量につきまして

は、例えば、モデル校で毎年調査をしていると

ころなんですけれども、確実に減ってきている

のは事実でございます。今後、また取り組んで

いきたいというふうに思っています。

○水間委員 努力をしてください。

○得能スポーツ振興課長 ２点ほど、訂正をさ

せていただきたいというふうに思います。

先ほど、山下委員のほうから地場産物の定義

についてということでお話をいただきました。

今回の調査では、地域ということについては、

市町村内産というふうに定義をして回答を求め

たところでございます。

それからもう一点、十屋委員の御質問ですが、

カボチャの使用につきまして、私は年間を通し

て使用しているというふうに申し上げたんです

が、主に季節的、例えば夏に使用しているとい

うことでございますので、訂正をさせていただ

きたいと思います。

○横田委員長 それでは、以上で教育委員会の

概要説明を終わらせていただきます。教育委員

会の皆様方、ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時20分休憩

午前11時22分再開

○横田委員長 委員会を再開いたします。

農政水産部においでいただきました。

当委員会は、食の確保・食の安全対策特別委

員会でありますが、我が国の食料自給率の向上

を図り、また、現代社会で健全な食生活が営ま

れるためには、食に対する県民の理解が極めて

重要であると考えております。そこで、本日、

食育及び地産地消について概要説明をお願いし

たいと思います。
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では、早速ですが、どうぞ、よろしくお願い

いたします。

○後藤農政水産部長 農政水産部でございます｡

よろしくお願いいたします。

まず、お手元の特別委員会資料を１枚お開き

いただきまして、資料１ページをごらんいただ

きたいと思います。本日は、指示のありました

食育及び地産地消推進の取り組みについて説明

させていただきます。

昨今の食品に関する事件の相次ぐ発生に伴い

まして、国民の食の安全に関する関心が高まる

中で、国におきましては、食料自給率の向上を

目標に掲げました食料・農業・農村基本計画が

策定されまして、あわせて、健康で文化的な生

活と豊かな活力ある社会の実現に向けた食育基

本法が公布されたところであります｡

これを受けまして、県といたしましては、平

成18年８月に県地産地消推進計画を、さらには

同年９月には県食育推進計画を策定いたしまし

て、県民を初め、関係機関・団体や関係部局と

連携しながら、各種事業に取り組んでおります。

この後、担当課長のほうから内容を御説明さ

せていただきます。私からは以上でございます。

○八反田消費安全企画監 食育及び地産地消の

取り組みについて説明させていただきます。

お手元の特別委員会資料の１ページをお開き

ください。まず、１の食育・地産地消推進の意

義についてであります。近年、食を大切にする

心の欠如や栄養バランスの偏った食事の増加、

さらには食の安全を揺るがす問題が多発してお

り、これらの諸問題を解決するためには、さま

ざまな機会を通じて食に関する知識と食を選択

する力を習得し、健全な食生活を実践すること

を目標に食育を推進する必要があります。また、

食料の安全保障や長距離輸送に伴うコストや環

境負荷の増大等が問題となる中で、食料自給率

の向上や産地の生産構造の強化、ひいては地域

経済の活性化を図るため、地域で生産されたも

のを地域で消費する地産地消を推進し、県産品

や国産品の安定的な消費拡大を図る必要があり

ます。このため、本県では、「みやざきの食と農

を考える県民会議」が中心となって、食育、地

産地消に対する県民の理解や自発的な取り組み

を促進し、県民運動としての食育・地産地消を

推進しているところであります。

次に、２の本県の推進体制についてでありま

す。本県では、広く県民に対し、「食の宝庫みや

ざき」にふさわしい豊かで健康的な食生活の実

現や、本県の基幹産業である農林水産業への理

解促進を図ることを目的に、平成13年に食育・

地産地消の推進母体として、「みやざきの食と農

を考える県民会議」を設置したところでありま

す｡会議は、食に携わる132の団体から構成され

ており、知事を会長に、７つの専門部会と西臼

杵支庁及び各農林振興局を単位に７つの支部を

配置しています。これまでの主な経緯としまし

ては、平成13年の県民会議設立に始まり、平成16

年には食育と地産地消の一体的な推進を柱とし

ました「みやざきの食ルネサンス運動」の展開

を、平成17年には「いただきます」をキーワー

ドに、食と農の身近な関係づくりを推進する「『い

ただきます』から始めよう宣言」の提唱を、平

成18年には、本県の食育・地産地消の基本的な

施策等を示した宮崎県地産地消推進計画及び宮

崎県食育推進計画を策定したところです。

これらの計画の概要につきましては、２ペー

ジに記載しておりますが、宮崎県地産地消推進

計画につきましては、「いただきます」の心で広

げる「ひむか地産地消の日」をスローガンとし

て掲げ、県民一人一人が自発的に活動する県民
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運動としての地産地消など３つの基本的な視点

に立って、県民の自発的な活動の推進など、５

つの基本的な施策に取り組むこととしていると

ころです。宮崎県食育推進計画につきましては、

「『いただきます』からはじめよう！みやざきの

健全な食生活」を基本目標に掲げ、県民一人一

人が意欲的に実践する県民主体の食育などの３

つの基本的な視点に立って、家庭、学校、保育

所等における子供の成長に応じた食育の推進な

どの５つの基本的な施策に取り組むこととして

いるところです。これら２つの計画の概要版の

パンフレットを参考資料としてお配りしており

ますので、後ほど、御参照いただきたいと存じ

ます。

次に、３の県民会議による具体的な取り組み

について御紹介したいと思います。なお、写真

もつけておりますので、あわせてごらんくださ

い。

まず、活動の普及・ＰＲについてであります

が、県民会議では、毎月16日をひむか地産地消

の日、11月を地産地消推進月間と定め、これら

の時期を中心に各種イベント等の開催や参加を

啓発しているところであります。また、定期的

な総会やシンポジウム等を開催し、推進上の課

題や今後の方向性等について検討するとともに、

事例発表や講演会、パネルディスカッション等

を通して多様な取り組みを紹介し、各地域での

活動の参考にしていただいているところであり

ます。本年は、先日の11月２日にＪＡアズムに

おいて、県民会議の構成員であります各団体が

独自に実施している食育や地産地消の普及イベ

ントを取りまとめて、第１回の宮崎県食育・地

産地消推進大会を開催しまして、家族連れなど

約１万人の県民に県産食材の魅力を満喫してい

ただいたところであります。３ページをお開き

ください。平成18年及び19年におきましては、

県民会議の活動を広く県民の方々に対し周知を

図るため、食育・地産地消に関するＣＭを制作・

放映し、広く県民の理解促進を図りながら、家

庭、学校、地域等における自発的な取り組みの

促進を図ったところであります｡

次に、人材等の育成・確保についてでありま

す。県民会議では、当会議の目的に賛同し、積

極的に食育・地産地消に取り組んでいただける

県民を地産地消推進協力員として登録し、地域

における自発的な活動に対する支援を行ってお

ります。その登録状況につきましては、順調に

増加し、現在、1,172名となっております。また、

地域における食育・地産地消活動を企画・実践

するリーダーを食育推進リーダーとして育成・

登録し、点的で一過性の活動から、面的に広が

り、継続性のある活動に誘導するための牽引役

として位置づけているところです。平成18年か

ら20年の３カ年で県下各地域に83名を登録した

ところです。

４ページをお開きください。次に、県民の自

発的な活動の推進についてであります。県民会

議では、平成17年に「『いただきます』から始め

よう宣言」を提唱し、家庭、学校、地域等にお

いて、命の恵みに感謝する言葉「いただきます」

をキーワードに、食と農の身近な関係づくりを

推進する運動として、県内はもとより全国に向

けて展開しているところです。

次に、学校教育との連携でありますが、ここ

で資料の訂正をお願いいたします。中ほどの学

校教育との連携の中に２つの表がありますが、

下のほうの表タイトル「学校給食での地場産物

の利用状況」のところですけれども、昨日の新

聞にも出ておりましたが、10月30日付で文科省

がこの内容についての数字を発表しております
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ので、その分、訂正方をお願いします。まず、

宮崎県の欄、平成19年、32.3％になっておりま

すが、これを32.4％に修正方お願いします。そ

れから、全国のところですが、平成18年、横棒

になっておりますが、ここを22.4％、平成19年、

ここも横棒になっておりますが、23.3％に訂正

方お願いいたします。

学校教育との連携については、児童生徒等に

対する本県農林水産業への理解促進を図るため、

ＪＡや生産者等の協力による学校農園の設置や

県単事業の学校給食支援事業により、学校給食

への地場産物の導入支援を行っているところで

あります。この結果、本県の学校給食における

地場産物の利用状況は、食材数ベースで増加傾

向が見られております。

次に、地域活動への支援としまして、地産地

消推進協力員が中心となった県民の自主的活動

に対する支援を行っており、地場産物を活用し

た料理教室の開催や、学校農園等の設置による

体験学習の実施、消費者を産地に招いての生産

者との交流など、地域の特徴的な活動が年々増

加しております。

次に、地場産物の販売・提供拠点への支援と

しまして、地場産物の販売拠点となる農水産物

等直売所の開設や、安全・安心な食の提供に向

けた衛生管理や食品表示に関する研修会を実施

しますとともに、５ページに記載しております

が、外食・中食産業における地場産物の利用を

推進するため、平成19年度より県産食材を中心

とした地産地消メニューを提供する飲食店等を

「みやざき地産地消こだわり料理の店」として

登録する制度を創設したところ、８月現在で140

店舗の登録数に至ったところであります。また、

平成20年度より県産食材を中心に取り扱う量販

店等を「みやざき地産地消こだわり食材の店」

として登録する制度を新設し、11月より登録を

開始する予定としております。

次に、ブランド対策との連携としまして、Ｊ

Ａ・ＪＦ女性部等が中心となり、フェア等にお

ける地場産品に関する各種情報発信への取り組

みや、２月14日のバレンタインデーに合わせて、

チョコのかわりに完熟キンカンのプレゼントの

提案や、宮城県のサンマ、ホタテと宮崎のヘベ

スとのコラボレーションなど、新たな販売戦略

の提案を行ってきたところであります｡

６ページをお開きください。また、健全な食

生活を推進する観点から、１日の食事の望まし

い組み合わせや、おおよその量をわかりやすく

イラストで示した食事バランスガイドの普及に

努めてきたところであります｡

以上が県民会議による具体的な取り組みにつ

いての概要でありますが、これらの取り組みを

実践することで、４の取り組みの成果にありま

すように、家庭、学校、地域等において県民の

食育・地産地消に関する理解が促進され、さま

ざまな分野において自発的な活動が拡大してき

たところであります｡

最後に、５の今後の課題と展開方向について

でありますが、これまでの取り組みや成果を踏

まえ、まずは地域に根差した継続的な取り組み

を推進するため、県民会議の構成員であります

民間企業を初め、特に、旭化成とか九電がこと

しから食育に取り組み始めるなど、企業による

食育の取り組みの機運が見え始めておりますの

で、こういった民間企業を初めとして、幅広い

分野からの参画を誘導するとともに、これまで

育成してまいりました食育推進リーダーを核に、

地域ごとに地産地消推進協力員のネットワーク

構築を図るなど、推進体制の充実強化に努めて

まいりたいと考えております。また、食育・地
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産地消への取り組みをより発展的に拡大するた

め、県民が食育・地産地消に興味を持ち、自発

的かつ継続的な取り組みを促進する、宮崎なら

ではの手法の構築や普及定着化を図る必要があ

ると考えております。さらには、学校給食での

取り組みを着実に推進するため、地域ごとに幅

広い関係者による推進体制を構築し、地域の実

情に応じたモデル的な取り組みに対して、集中

的な支援を行ってまいりたいと考えております。

以上で説明を終わります。

○横田委員長 農政水産部の説明が終わりまし

た。委員の皆様方の質疑等ありましたら、どう

ぞ。

○水間委員 今、いろいろ説明を聞いて、先ほ

ど、教育委員会でも同じ食育の問題だったんで

すが、こうやって見ますと、地元の食材、いい

ものをこの宮崎県は持ちながら、おいしい宮崎

県の食材、「おいしい」という表現が一個もない

んですね。全国に先駆けた、宮崎県の65％の自

給率、すばらしい農産県だと言いながら、おい

しさを売るというのがちょっと欠けているん

じゃないかと。おいしい宮崎県の食材、おいし

い宮崎の和牛。県としてせっかくここまで計画

をいろいろつくっておられて、地産地消の日も

設定されている。そして、地域の食育の推進リー

ダーを育てながら、もう一つ何かおいしさを売

る方法、一言でも「おいしい宮崎県の食材」と

か、どうですか。

○八反田消費安全企画監 おいしいという言葉

がこの中にないということですけれども、私た

ち県民はいつもおいしいものを食べているから、

そういう観点が抜けたんじゃないかなというふ

うに思っております。11月２日の推進大会の中

で、講師として堀江先生をお招きしたところだっ

たんですが、その中で県下農協、13ＪＡありま

すが、その女性部の方が自慢の食材を２点なり

３点なりを持ち寄ってもらって、一堂に並べて、

それを食べてもらうと。100名限定だったんです

が、そういう催しを企画したんですが、もちろ

ん、食べた人からおいしいと評価は得ておりま

すし、堀江先生も「これなんですよ。この味な

んですよ」ということを言っておられましたの

で、ぜひ、これからはおいしい食材、こういっ

たものを積極的にＰＲしていきたいというふう

に思っております。

○水間委員 そこが僕は大事だと思うんですよ。

これはおいしいんですよと一言……。「おいしい

でしょう、おいしいでしょう」と言われると、

「まずいです」なんて絶対言いませんよ。本当

ですよ。せっかくこれだけチラシをつくるんだ

から、おいしい宮崎の食材ですよ、安全・安心

ですよというのをもうちょっと前面に出すよう

な、食べていただくために何かやってください。

お願いします。以上。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○前屋敷委員 ５ページの「こだわり料理の店」

「こだわり食材の店」ということで登録制度を

行っているということなんですが、今、特に食

の安全・安心では非常に関心も高いという中で、

やはり地元の食材が使ってあるという点では、

こういう旗とかあれば選ぶ判断材料にもなるん

ですが、特に外食産業などは、外国からのいろ

んな食材が使われているんじゃないかというよ

うな意見、そういう見方もあったりするもので

すから。これは、登録制度となりますと、基準

があると思うんですけど、お店で扱う食材はす

べて地元のものでなければならないのかとか、

９割方地元のものを使っていればこの登録制度

が活用できるのか、その辺のところを教えてく

ださい。
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○吉田営農支援課長 「こだわり料理の店」は、

基本的に米は全部宮崎産ですよと。食材は基本

的に５割以上。と申しますのも、実はすし屋さ

んにお話をしたら、近海物、宮崎のものだけで

すしは握れんと。サーモンもあるし、イクラも

あるしとか、いろいろおっしゃいまして、そう

いうことで、極力県産にこだわってやろうとい

うことは皆さん納得をしていただきまして、基

準としてはそういうことでございます｡

○前屋敷委員 魚介類、野菜を含めての食材も

どちらも５割ですか。

○吉田営農支援課長 そういうことでお願いを

しております。なかなか厳しいと言われている

部分もありますけど。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○武井委員 今の前屋敷委員の質問に関連して

御質問したいと思うんですが、去年までは「地

産地消こだわりの店」というのがあって、こと

しから「こだわり食材の店」となっているんで

すが、去年までは知事のイラストの旗がはため

いておったと思うんですが、ことしはなくなっ

ているんですけど、それはどういった意図でや

めたとか、どういった思いでこういうふうに変

えられたのか、教えてください。

○吉田営農支援課長 確かに、知事のイラスト

で最初やったせいもありましたから、非常にた

くさんの応募もあったんですが、１年も経過い

たしまして、旗も相当傷んでまいりましたので、

新たにやるときに、新しいデザインもいいんじゃ

ないかということもありますし、また、「こだわ

り食材の店」というのも今度新たにやりますか

ら、それと一体的にデザインを新たにしたとい

うところでございます｡

○武井委員 そういった意味では自立というか、

食材で評価されていくということは非常にいい

ことだと思いますので、イラスト問題は去年も

いろいろありましたけれども、食材自体が評価

されるような形でまた取り組んでいただければ

と思っております。以上です。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○十屋委員 先ほど、教育委員会のほうに食育

という観点からいろいろお話を聞いたんですけ

れども、資料の６ページのところで、学校給食

への安定供給を図るため、関係者による推進体

制の構築や地域の実情に応じたモデル的な取り

組みに対して支援と。これ、今後の展開という

ことなんですが、先ほど聞いた中では、県産品

というか、生産量と給食とのバランス、たくさ

んつくらないと給食には全面的に取り組んでい

ただけないと。それは農政サイドのほうで、品

目は別にしまして、今後どういうふうに給食に

県産の農産物を使っていただくかというような

考え方としては、ここに展開としてはあるんで

すけれども、取り組みとしてはどういうふうな

ものをやっていかれるんですか。

○吉田営農支援課長 都城市が都城農協と組ま

れて１万2,000食あたりをどん出すときにいろい

ろされていますが、我々も各ＪＡとその地域の

学校の皆さんとで進めていきたいと思っており

まして、ことしはＪＡの宮崎中央会だとか経済

連、各ＪＡに給食の窓口といいますか、食材窓

口をつくってもらいまして、今まではどこがやっ

ているのかなかなかわかりづらかったものです

から、窓口をあけてもらいまして、そこと直接

話ができるようにしたいと。綾あたりでも相当

前から積極的に取り組まれている事例もござい

ますし、延岡のように一校一農運動だとか、あ

あいう運動もございますので、そのあたりを参

考にしながら、その地域に合った取り組み方、

食材の持ち込み方等を研究しながら進めていき
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たいというふうに思っております。

○十屋委員 当然、そこには食材のばらつきと

いいますか、いろんな地域特性があると思うん

ですが、その中で農の部分と水産業の部分等は

今言ったのと同じような考え方でよろしいんで

すか。

○吉田営農支援課長 水産のほうも、前は水産

は入っていなかったんですが、去年から入れる

ようにしましたし、北浦とかあちらのほうは、

魚を積極的にやりたいというお話もいただいて

おりますので、ここでぜひ、ＪＦの皆さんあた

りも一緒になって、水産のほうも少しでも県産

の食材が入っていくように努めていきたいと思

います。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○前屋敷委員 私も先ほど、教育委員会の中で

時間の関係もあって聞けなかったんですが、農

家と直接契約をするという部分ですが、今の御

説明だとＪＡが窓口を開いてということだった

んですが、教育委員会の御説明では、農家を給

食センターとか調理師の皆さんが訪問して、直

接契約をして地元の食材を確保するということ

だったんですが、まさに産直の取り組みそのも

のだなというふうに伺ったところなんですけど、

県内として、実態をもし農政サイドでつかんで

おられれば、直接そういう形で学校給食に関連

して個人の農家と契約栽培をして活用している

という事例があったら教えてほしいんですが。

○吉田営農支援課長 多分、今、直接やられて

いるのは延岡の一校一農のお話だろうと思うん

ですね。例えばミカンならこの方ととか、ジャ

ガイモだとかニンジンはこの方というふうに、

多分品目を絞り込んでやらないとなかなか持ち

込みにくいんだろうと思います。そういう意味

で、個々にやられるのも一つの方法だろうし、

私どもが思っているのは、ＪＡが窓口になって、

ある程度の大きなロットで供給ができるような

体制は私ども農政のほうでやるべきだろうとい

うふうに思っております。

○前屋敷委員 それに関連して、県からの補助

金といいますか、助成が一定あるというふうに

も聞いているんですが、どのくらいそういうこ

とに関して予算を組んでおられるんですか。

○吉田営農支援課長 給食に関しては500万ほど

持っておりまして、それで全県下やるわけです

から、ごく限られた部分です。それが一つの動

機づけとか、そういうことになればと思ってい

ますし、できれば、ことしでその事業は終わり

ますので、来年からの展開としては、もう少し

実際的にモデル的に入っていくような工夫とい

いますか、ＪＡを窓口にしたりなんかという、

そういうようなことにもう少し発展をしたいな

というふうなことを今、我々としては考えてお

るところです。

○前屋敷委員 まさに地産地消の取り組みは食

育にもつながることだというふうに思いますの

で、県がやはりそこを積極的に支援もして広げ

ていただきたいというふうに思います。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

質問がないようですので、以上で農政水産部

の概要説明を終わらせていただきます。農政水

産部の皆さん、本当にありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時52分休憩

午前11時52分再開

○横田委員長 委員会を再開いたします。

協議事項でありますが、次回委員会での執行

部への説明要求、資料要求などについて、御意

見、御要望がありましたらお伺いしたいと思い
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ます。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 特にないようですので、正副委

員長に御一任いただきたいと思いますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 それでは、そのように進めさせ

ていただきます。

その他で何かございませんか。

○満行委員 県の学校給食会の取扱量を金額

ベースとか項目ごとに……。ほぼ独占なんです。

先ほどの説明では、冷凍食品とかですが、あら

ゆるものを扱っていらっしゃると思うんです。

県の給食会なので、納入の占める割合を……。

○横田委員長 資料要求ですね。

ほか、ございませんか。それでは、次回の委

員会は、11月の定例会中を予定しておりますが、

今、満行委員からありました資料は、そのとき

に間に合うように要求をしておきたいと思いま

す。

それと、せっかく教育委員会がパネルを準備

してくれておりますので、参考のために、ぜひ、

ごらんいただきたいと思います。

それでは、以上をもちまして、本日の委員会

を閉会いたします。

午前11時56分閉会


